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本書の作成に当たって

農業生産活動には、農産物への農薬の残留、有害な物質や微生物の混入をは

じめ、地下水汚染、農作業事故など、人命や環境を脅かしかねない様々なリス

ク（危害発生要因）が潜んでおり、こうしたリスクを回避する有効な手段とし

てＧＡＰ（農業生産工程管理）があります。

ＧＡＰの取組は、ヨーロッパを中心に全世界に広がっており、近年は我が国

においても、全国各地で導入されています。

こうした中、本道においては、関係機関・団体が連携して、ＧＡＰの普及啓

発を図っており、ＧＡＰを導入する産地は着実に増加しているものの、作目や

地域によっては、導入が十分に進んでいないこと、産地によっては、ＧＡＰの

意義や目的に対する理解が十分浸透していないこと、リーダーが不在だったり、

取組を牽引する指導者が不足していることなどが課題となっています。

また、国内には、点検方法の違いや認証の有無、取組主体等が異なる様々な

ＧＡＰがあります。

このため、農林水産省は、２０１０年に「農業生産工程管理（ＧＡＰ）の共

通基盤に関するガイドライン」を策定し、重要な取組事項を整理しました。

それぞれの産地においては、ＧＡＰに取り組む目的などを産地内で十分検討

し、関係者全員が納得した上で、このガイドラインを参考に、ＧＡＰの意義を

正しく理解しながら取組を進めることが重要です。

こうしたことを踏まえ、本書は、ＧＡＰの基礎的な事項や導入までの手順な

ど、ＧＡＰに取り組む上で最低限必要な事項を整理し、産地における取組を後

押しする手引書として作成しました。

本書を参考に、農業生産活動の持続的な改善により、より一層の農産物の安

全性の確保や品質の向上、環境保全、農業者の労働安全が図られるよう、それ

ぞれの産地の実情に応じたＧＡＰの取組が広がりますことをご期待申し上げま

す。

平成２６年１１月

北海道農業生産工程管理手法（ＧＡＰ）導入推進会議

（事務局：北海道農政部生産振興局農産振興課）



目 次

１ ＧＡＰの導入に当たって

（１）ＧＡＰとは・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１頁

（２）ＧＡＰ普及の背景と経過・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２頁

（３）ＧＡＰの種類と特徴・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２頁

（４）ＧＡＰの取組手順・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４頁

（５）ＧＡＰに取り組む意義と目的及び導入効果・・・・・・・・・・・５頁

（６）本道におけるＧＡＰの普及方向・・・・・・・・・・・・・・・・８頁

２ 導入までのプロセスとステップアップの手法

（１）集団内の合意形成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９頁

（２）体制の整備と役割分担、責任者の明確化・・・・・・・・・・・・11頁

（３）情報収集・分析・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・11頁

（４）生産工程の確認と危害要因の検討・・・・・・・・・・・・・・・11頁

（５）農場のルールづくりとチェックリストの作成・・・・・・・・・・12頁

（６）生産活動の実施と記帳・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12頁

（７）点検・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12頁

（８）点検結果を踏まえた改善に向けた検討・・・・・・・・・・・・・13頁

（９）文書の記録、保管・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14頁

（10）ガイドラインに則したＧＡＰへのステップアップ・・・・・・・・14頁

３ 先進事例の紹介

（１）ＪＡこしみずの取組事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15頁

（２）ＪＡネットワーク十勝農産物技術対策協議会の取組事例・・・・・16頁

（３）ＪＡひがしかわの取組事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・18頁

（４）ＪＡとうや湖の取組事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・19頁

（参考資料）

・北海道農業生産工程管理手法（ＧＡＰ）推進会議設置要領

・農業生産工程管理（ＧＡＰ）の共通基盤に関するガイドライン（抜粋）

・日本農業新聞ＧＡＰ連載記事



- 1 -

１ ＧＡＰの導入に当たって

（１）ＧＡＰとは

ＧＡＰとは、「Good Agricultural Practice」の略称で、農林水産省では「農
業生産工程管理」と訳されており、食品安全、環境保全、労働安全など、

様々な目的で、「適正な農業を実施すること」となっています。

また、農林水産省が策定した「農業生産工程管理（ＧＡＰ）の共通基

盤に関するガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）では、「農

業生産活動を行う上で、必要な関係法令等の内容に則して定められてい

る点検項目に沿って、農業生産活動の各工程の正確な実施、記録、点検

及び評価を行うことによる持続的な改善活動である」と定義しています。

農業生産工程管理とは、農場全体を管理することであり、農薬や農業

機械をはじめ、農産物や従業員など農場に関係する管理に問題があれば、

事故の発生リスク（危害発生要因）が高まりますが、リスクを回避する

取組は、これまでもあまり意識せずに、何らかの形で生産者が取り組ん

でいることでもあるので、ＧＡＰは、これまでにないまったく新しい考

え方というわけではありません。

ＧＡＰとは、農産物生産において気をつけなければいけないことを整

理して農場の作業ルールを定め、そのとおりにできたかどうかを自分で

チェックする取組です。できなかった場合は、その原因をよく分析して、

次の栽培に活かします。これを繰り返すことにより、理想の農場像に向

かって農場が改善されます。

また、ＧＡＰの「工程管理」は、サンプルを抜き取ってチェックする

「結果管理」に比べ、栽培工程ごとにどのような管理をしたか、しっか

り記録を残すことで、取引先への説明や危害発生時の原因究明にも活用

できます。

ＧＡＰのイメージ

 出典：ＮＰＯ法人日本ＧＡＰ協会
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（２）ＧＡＰ普及の背景と経過

ア 世界のＧＡＰ

「Good Agricultural Practice」は、農業における環境汚染が問題化した
１９７０年代に、国連食糧農業機関（ＦＡＯ）や世界保健機関（ＷＨＯ）

などによって、特に農薬使用に関連して提唱された用語です。

ＧＡＰがＥＵの環境保全のための共通政策として定着したことを背

景に、２０００年には、ＥＵの小売業団体（ユーレップ）が農産物の

取引基準としてユーレップＧＡＰ（２００７年にグローバルＧＡＰに

改称）を確立し、２００５年以降、ＥＵ内の量販店は、ユーレップＧＡＰ

認証の取得を要請するようになり、認証取得の動きはＥＵに輸出する

国々に急速に広がって、今や１００カ国以上に拡大しています。

イ 国内のＧＡＰ

我が国では、２００７年に農林水産省が、ＧＡＰ手法の普及を目的

として基礎ＧＡＰを作成しました。その後、農業団体、小売業者等が、

それぞれの目的に応じた独自のＧＡＰを作成し普及を進めました。

このため、２０１０年にガイドラインが策定され、様々なＧＡＰが

存在する中で、重要な取組事項を整理し、その取組事項の背景となる

法令や指針、科学的根拠を明確にしました。

（３）ＧＡＰの種類と特徴

ア ＧＡＰの種類

ＧＡＰは、①「生産者による自己点検」をはじめ、②「農協や生産

部会員による内部点検」、③「農産物の取引先等外部の視点を取り入

れた第二者点検」、さらには、④「認証機関による第三者点検」に大

きく区分され、国内には取組主体が異なる様々なＧＡＰがあります。

ＧＡＰの種類

区 分 内 容 主なＧＡＰの種類

自己点検 生産者自らが、生産工程が適正に
行われたかを点検

ＪＡグループＧＡＰ等
内部点検 産地の責任者が、生産者の取組内

容や自己点検を点検・確認

第二者点検 農産物の取引先（第二者）が審査 イオンＧＡＰ
し、取組状況を確認 生協ＧＡＰ等

第三者点検 審査・認証機関（第三者）が点検 ＧＬＯＢＡＬＧ．Ａ．Ｐ．
ＪＧＡＰ等
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イ それぞれのＧＡＰの特徴

それぞれのＧＡＰの特徴を把握し、どのＧＡＰに取り組むかを選択

します。ガイドラインでは、自己点検に加え、内部点検以上の点検を

実施することを求めています。

（ア）自己点検

自己点検に区分されるＧＡＰ（以下「自己点検ＧＡＰ」という。

他の区分のＧＡＰも同様に省略した呼称とする。）は、生産者自

らの視点で、農場の問題点を改善するための農場のルールを従業

員と共有し、ルールに基づく作業を実践するものです。

各工程での記録を分析することで、農場の一層の改善が期待で

きます。

（イ）内部点検

内部点検ＧＡＰは、生産部会や農協などの集団が生産者を束ね

て、集団内部のルールとして実践するＧＡＰです。ルールの共有

範囲が広がるため、合意形成に時間を要しますが、取引先からの

クレーム等があった場合に、問題点を見つけやすく、その後の迅

速な対策を講じることができます。

（ウ）第二者点検

第二者点検ＧＡＰは、量販店等が独自に作成した生産基準を契

約生産者が実践するので、量販店等を通じ、消費者に対して農産

物の安全性を説明することができます。

（エ）第三者点検

第三者点検ＧＡＰは、第三者の認証機関による公平な審査を受

け、審査に合格した者が認証を取得するものであり、このＧＡＰ

を継続するためには、定期的に審査を受けて認証を更新する必要

があります。認証の取得や更新の手続きに費用負担があります。

（ア）～（ウ）のＧＡＰと比較すると、公開性、透明性が高く、

より高度な取組が求められます。

国内の第三者点検ＧＡＰに属する主なものには、ＪＧＡＰ、

ＧＬＯＢＡＬＧ．Ａ．Ｐ．があります。

■ＪＧＡＰ

ＮＰＯ法人日本ＧＡＰ協会が作成するＧＡＰで、２００５年

に第１版が作成されて以降、改訂を重ね、２０１０年には、ガ

イドラインに対応したＪＧＡＰ２０１０を作成しました。

現在、国内では、１，８００件を超える農場が認証を取得し

ており、国内の認証取得の主流となっています。

■ＧＬＯＢＡＬＧ．Ａ．Ｐ．

２０００年に、ＥＵの小売業団体「欧州小売業組合」によっ

て設立されたユーレップＧＡＰが、２００７年に、ＧＬＯＢＡＬ

Ｇ．Ａ．Ｐ．（グローバルＧＡＰ）に改称されました。
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ＥＵ域内で流通する農産物には、量販店によって認証取得が

求められており、認証取得の動きは、ＥＵに輸出する国々に広

がって、現在、１００カ国以上に拡大しています。

国内では、１００件を超える農場や産地が、ＧＬＯＢＡＬ

Ｇ．Ａ．Ｐ．の認証を取得しており、道内でも、一部の産地等

において、認証を取得しています。

（４）ＧＡＰの取組手順

ＧＡＰに取り組む手順としては、まず生産者や産地
(※ )
が、立地条件（気

象条件、土壌条件など）、生産する作物の種類、ＧＡＰに取り組む目的

などに応じて、危害発生要因などの問題点・課題を分析・把握します。

その上で、

①農作業の工程管理を行う項目を決定（Ｐｌａｎ：計画する）

②それに従って実践、記録（Ｄｏ：実行する）

③記録を点検・評価して改善（Ｃｈｅｃｋ：点検する）

④次回の作付に活用（Ａｃｔｉｏｎ：改善する）

という、一連の作業を繰り返し行うこと（ＰＤＣＡサイクル）で、生産

工程全体を管理します。

※産地とは、作物ごとに設置している農協等の生産部会等を一つの目

安としています。

ＧＡＰの取組手順

①計画（Ｐｌａｎ）

農作業の計画を立て、

チェックリスト（点検項目）

を定めます。

②実践（Ｄｏ）

チェックリストを確認し、

農作業を行い、

記録します。

④見直し・改善（Ａｃｔｉｏｎ）

改善すべき点を見直し、

次回の作付に役立てます。

たい肥を入れたので化学肥料はもう

少し減らせたかな。

発生予察情報を読んでおけば農薬を
使わずに済んだかな

うっかり忘れを防ぐことができます。

③点検・評価（Ｃｈｅｃｋ）

記録を点検し、

改善できる部分を

見つけます。
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（５）ＧＡＰに取り組む意義と目的及び導入効果

ＧＡＰに取り組む意義は、「農産物の安全性確保や品質向上」、「環境

保全」、「労働者の安全確保」などを実現し、持続可能な農業生産体制を

確立することにあります。これを実現するために、事故を引き起こしか

ねないリスクについて対策を実施することにより、農場を改善すること

が大きな目的です。

ＧＡＰは、農作業の内容を記録したり、点検表を作成してチェックす

ることは必要ですが、それを行うことが最終目的ではありません。日頃

の農業生産活動に対して問題意識を持ち、必要に応じて、産地の中でそ

れを課題として共有し、問題点の改善に取り組むことがＧＡＰの本質で

す。

ＧＡＰの具体的な導入目的（なぜＧＡＰが必要なのか）は、次のよう

なことが挙げられます。

ア 経営上のリスクの回避

生産現場では、食品、環境、農作業に関わる事故が発生すると経

営に重大な影響を及ぼします。事故を引き起こすリスクを回避また

は管理するために、ＧＡＰの視点で対処することが大切です。

①食の安全に関わるリスク

食品である農産物は、生産・調製・出荷の一連の作業において、

衛生に気をつける必要があります。このため、一連の作業マニュ

アルを作成し、農薬残留や有害微生物の汚染、異物混入を回避す

るようチェックし、細心の注意を払いながら生産していくこと、

また、その結果を記録していくことが有効です。

◯リスクの例１

産地から出荷された農産物に、ボールペンが混入していた。

→ ＧＡＰに取り組み、一連の作業工程が明確化されていれば、

作業工程を順を追って確認し、すみやかな原因の究明が可能。

○リスクの例２

産地から出荷された農産物に、タバコの吸殻が混入していた。

→ ＧＡＰに取り組み、調製選別エリアと喫煙、飲食エリアが

分離されていれば、吸い殻の混入は未然に防ぐことが可能。

②環境保全に関わるリスク

肥料・農薬・燃料といった農業資材を適正に使用・管理するた

めのチェックを行うことによって、環境に配慮した生産の実践に

役立ちます。
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◯リスク管理の例

ＧＡＰを導入した結果、農薬希釈早見表を作成し、適切な計

量器具で農薬を計量するなど、従業員が手順どおり作業を行う

ようになった。

◯環境に配慮した取組の例

ＧＡＰを実践した結果、環境に配慮した必要最小限の使用を

心がけるとともに、農薬以外の防除手段を組合せた効果的な防

除など、法律上義務づけられていない取組についても積極的に

行うよう意識が変化した。

③労働安全に関わるリスク

農作業には様々なリスクが潜んでおり、毎年、負傷や死亡につ

ながる農作業事故が絶えません。事前に農作業リスクを確認し、

その対策を実施することで、リスク回避が可能です。

◯リスクの例

トラクターを停止し作業機の洗浄を始め、ロータリー部分を

足で回しながら洗おうとしたところ、カバーに土がたまってロ

ータリーがうまく回らなかった。そこで、ロータリーの刃を力

を入れて踏みつけたところ、刃が通常の耕耘ロータリーよりも

幅が狭く先端が鋭かったため、薄い地下足袋を破って足に突き

刺さった。

→ ＧＡＰに取り組み、こうした危険が認識されていれば、洗

浄マニュアルで対応策を明確化でき、事故を回避できた。

イ 農業経営の改善

ＧＡＰを導入することで、生産工程全般を見つめ直すことができ、

今まで気がつかなかった農業経営の問題点を把握することが可能に

なります。

投入資材や労働時間などの記帳結果を分析することで、具体的な

改善点を見つけることができ、従業員等の意識向上にも有効です。

こうしたことによって、継続的な改善が可能となり、農業経営の改

善が期待できます。
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◯経営改善の例１

ＧＡＰを導入した結果、粗雑に管理していた農薬や肥料を整理

整頓し、適切に在庫管理することによって、重複して資材を購入

するなど無駄な出費を未然に防止できるようになった。

○経営改善の例２

ＧＡＰの導入により、土壌診断台帳、施肥計画、施肥台帳、収

穫、出荷台帳を整備した。これらの台帳を分析し継続的な施肥改

善を実施することにより、品質、収量が安定し経営改善につなが

った。

ウ 遵守すべきルールの再認識

農業では、守るべき法律や指針等のルールが多くあります。ＧＡＰ

を実践することによって、法令を改めて認識するとともに、経営内

で情報を共有し、実施状況を確認することができます。

◯法令の具体例

・農薬の保管に関しては毒物及び劇物取締法

・農薬の使用に関しては農薬取締法や食品衛生法

・燃料の保管に関しては消防法

・公道走行に関しては道路運送車両法及び道路交通法

・従業員の労働条件については労働基準法

なお、ＧＡＰを導入することによってもたらされる効果は、次のよ

うなことが挙げられます。

・ 品質の向上による農産物の信頼確保につながり、苦情やクレーム

の減少とともに、安定的な販路の確保が期待

・ 工程全般を見つめ直すことを通じて、生産技術の改善や労働の効

率化につながり、従業員にも実施を徹底することで、全員で経営改

善を図ることが可能

・ 第三者点検ＧＡＰの認証取得が、自信や誇りを持って農産物を提

供することにつながり、生産意欲が向上

・ 生産履歴記帳を分析することで、農産物の安全のためだけではな

く、栽培技術も改善

・ 法律上義務づけられていないリスク管理についても積極的に取り

組むなど意識が変化
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（６）本道におけるＧＡＰの普及方向

本道においては、ガイドラインに沿ったＧＡＰのすべての主要な産地

への導入・定着を目指して普及推進していますが、当面は、産地の実情

に応じて、可能なことから取組を進め、その上で、さらなるステップア

ップを目指すなど、産地の意向を踏まえて、産地が主体となった取組を

進めることが重要です。

また、ＧＡＰを導入する場合は、個々の生産者が取り組む場合と農協

や生産部会などの集団が主体となって取り組む場合とがありますが、本

道では、大ロットでの農産物の取引が多い実態を踏まえると、集団を主

体としたＧＡＰの取組を基本として、ＧＡＰ導入を普及するのが効率的

かつ効果的であるとともに、産地全体の安全性や信頼性の向上にもつな

がるものと考えます。

このため、それぞれの産地において、関係者が連携の上、次のとおり

取組を進めていくこととし、取組の推進に当たっては、研修会の開催等

による情報提供や、農業改良普及センター等が相談・指導などの支援に

努めます。

ア 未導入産地

まずは、産地の関係者がＧＡＰに取り組む必要性を認識する必要

があります。その上で、産地内での話し合いを重ね、取組が可能な

事項から始めることが大切です。現状の把握、点検、改善、実践を

繰り返し、継続的に取組を進めていくことが重要です。

イ 既導入産地

現行の取組の継続的な改善（ＰＤＣＡサイクル）を通じて、取組

項目の追加や取組内容のより一層の充実を図るとともに、第二者点

検や第三者点検の導入を検討するなど、産地の意向や目的に応じて

取組をステップアップすることが重要です。

また、産地の一部の生産者のみが取り組んでいる場合には、生産

者全体の取組となるよう普及指導を進めていきます。
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２ 導入までのプロセスとステップアップの手法

ＧＡＰ導入の流れ

（１）集団内の合意形成

前述のとおり、ＧＡＰには様々な種類があり、導入の目的や求められ

る内容、必要なコストや労力が大きく異なります。

したがって、導入前に、取り組む目的とどのＧＡＰを選択するかを、

十分に検討することが重要です。また、集団で取り組む場合は、全員が

取組を理解し、納得の上で進めていくことが不可欠です。

ＧＡＰは、導入することが目的ではなく、ＧＡＰの手法を使って、農

場内に潜む様々なリスクを取り除き、農場を改善することが大きな目的

です。農場に潜むリスクを認識せずに、与えられたチェックシートに記

録を残しておくだけではＧＡＰに取り組んでいるとはいえません。

生産者が、ＧＡＰの取組を自らの問題として捉え、自発的な実践へと

つながるよう、全員で合意することが重要です。

はじめは、産地の状況に応じて、緊急度、重要度の高い項目に絞った

り、できるところから試行的に実践するつもりで検討を進めるとよいで

しょう。

特に、事故やクレームが多い場合は、ＧＡＰに取り組む契機としやす

準備：ＧＡＰ推進チームの編成（集団内の合形成等）

ステップ１：生産工程の確認と危害要因の検討

ステップ２：危害要因の特定と対策の検討

ステップ４：あるべき農業生産を実践、記録、評価し、点検する

ステップ３：農場のルールづくりとチェックリストの作成

ステップ５：改善策を検討し、農場のルールに反映
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いことから、生産工程管理の課題を顕在化させ、ＧＡＰの導入について、

集団内で積極的な話し合いを行うことが大切です。

ＧＡＰの特徴

ＧＡＰの種類 ＧＡＰ基準作成主体 特 徴

地域ＧＡＰ ＪＡ連合会、ＪＡ、作 ・地域の実情に応じた内容なので実施し
（内部点検ＧＡＰ） 物生産部会、 やすい

卸業者

量販店ＧＡＰ イオン、日生協等 ・基準を満たせば当該量販店との取引につなが
（第二者点検ＧＡＰ） る

・量販店を通じて、消費者等に対する農
産物の安全性の説明が可能

ＪＧＡＰ 日本ＧＡＰ協会 ・高度な農場管理が実現
（第三者点検ＧＡＰ） ・消費者等に対する農産物の安全性の客

観的な説明が可能
・第三者機関の認証が必要（認証の取得
や更新手続に費用負担）

グローバルＧＡＰ フードプラス ・高度な農場管理が実現
（第三者点検ＧＡＰ） ※ ド イ ツ に 本 部 を 置 ・消費者等に対する農産物の安全性の客

く非営利組織（大手 観的な説明が可能
小売業者などがメン ・第三者機関の認証が必要（認証の取得
バー） や更新手続に費用負担）

・輸出に有利

【合意形成に向けた準備】

取組を主導する生産集団（生産部会等）の役員や農協の担当者は、農

業改良普及センター等から技術的な助言・指導を受けながら、関係者全

員の合意形成に向けた準備を行います。

その際、ＧＡＰの方針や内容を決定するＧＡＰ推進チームやＧＡＰの

実践を支援する管理責任者を設置するとともに、あらかじめ、推進・実

践体制のアウトライン等の取組方向を決めておくことが重要です。

合意形成に向けて、ＧＡＰ推進チームは以下の準備を進めます。

ア 問題点や課題を整理

日頃の営農指導等で得られた問題点や課題を、生産工程ごとにま

とめておきましょう。問題点や課題を関係者が認識し、共有するた

めに活用します。

イ 優良事例を紹介

関係者間での話し合いの場をつくり、徐々に導入に向けた検討を

進めていきます。その際、関連の深い優良事例などを紹介するなど、

ＧＡＰに取り組んだメリットや苦労する点などについて説明し、全
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員が理解することが、合意形成を図る上で重要です。

はじめの段階は、型にはまった話ではなく、問題点を改善してい

くことがＧＡＰであり、日頃から気付かずに取り組んでいることも

あることを理解してもらいながら啓発します。

ウ リスク事例の紹介

異物混入や農薬事故、農作業事故のデータを示し、ＧＡＰの導入

により、これらのリスクを未然に防止できることを示します。

農薬事故に伴う風評被害や信頼回復のための時間的、経済的損失、

農作業事故による人的損失が、農業経営に多大なダメージを与える

ことを説明します。

エ ＧＡＰ実践者から学ぶ

ＧＡＰ実践組織への視察研修など、実際にＧＡＰに取り組んでい

る生産者から具体的な取組内容や導入までの経緯などの説明を受け

たり、実践現場を見学することにより、ＧＡＰ実践のより具体的な

イメージ化を図ります。

オ 関係法令を押さえておく

農業生産活動には、工程ごとに関係法令が定められており、ＧＡＰ

に取り組むことにより、法令を見過ごすことなく確実に遵守するこ

とができることから、法令を根拠にＧＡＰの取組を後押しすること

も必要です。

（２）体制の整備と役割分担、責任者の明確化

各業務の責任者を明確にし、組織図を作成します。大きな生産集団で

は、合意形成や実践の足並みが揃いにくいため、農協等が事務局となっ

ている場合は、土壌分析、廃棄物の処理、機械の点検などの支援体制を

構築するとスムーズな実践が可能となるので、こうした役割分担を明確

にすることが重要です。

（３）情報収集・分析

農産物に係る過去の苦情、腐敗等の事例、種子の入手先、使用してい

る生産資材、包装・結束テープ等の材料、生産履歴や農業共済で作成し

た農場配置図、防除基準、税申告のための伝票などを事前に収集してお

くと、効率的な分析作業を進めることができます。

（４）生産工程の確認と危害要因の検討

は種から出荷に至るまでのすべての生産工程ごとに、想定される危害

要因を洗い出します。こうすることで、どの作業工程にどのような危害
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が発生する可能性があるのかが明らかとなり、実際の生産工程において、

なぜその作業をしなければならないのか、その理由と意味を明確に理解

することができます。

（５）農場のルールづくりとチェックリストの作成

危害要因を回避するための対策を検討し、それを農場のルールとして

明文化し、農場内の関係者への周知を徹底し、必要に応じて従業員への

研修などにより、ルールの共有化を図ります。また、特に重要な事項に

ついては、チェックリスト表を作成します。

チェックリストの作成に当たっては、数字や記号で記入する様式とす

るなど、生産者の負担を減らすようにします。

農場のルールづくりの例

農薬使用の手順
項 目 注 意 事 項

1 防除実施の決定 農薬散布責任者が防除計画、病害虫の発生状況、風量、風
向き等からドリフトのリスクを検討し、防除の可否を決定
する。

2 薬剤の選定 農薬責任者は、以下の点を確認し、散布者に確認する。
①総使用回数
②使用時期
③使用方法、適用作物、適用病害虫、希釈倍率、使用量
④使用する農薬の最終有効年月

3 使用前点検 ①洗浄状況のチェック
②散布機のチェック（ノズル、ホース、接合部）
③散布量のチェック（試運転の実施）

（６）生産活動の実施と記帳

生産者は、当該集団が取り組むＧＡＰの方針や内容を十分理解の上、

農場の問題点を意識した生産活動を行い、取組ができたか否かをチェッ

クリストに記帳します。

（７）点検

ＧＡＰの取組を継続させるためには、農場の点検とそれに基づく改善

が必要となります。１の（３）のアの点検区分に応じた点検の内容は次

のとおりです。

ア 自己点検

・ 自己点検は、点検者を農場の役員等から選出し、点検項目と記

録の内容をもとに点検を行います。
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・ 点検結果を踏まえて、改善すべき項目を把握し、どのように改

善するかを農場内で協議し、対応策を作成します。

イ 内部点検

・ 内部点検は、自己点検を終えた農場を対象とするものであり、

より客観的な視点での点検を目指します。

・ 点検者は、農場以外の農協営農指導員や他の部会役員等から選

出し、点検項目と記録をもとに点検を行います。

・ 点検は全農場を巡回することが基本ですが、実情に応じて複数

年かけて実施することも可能です。

・ 点検結果を踏まえて、改善すべき項目を把握し、どのように改

善するかを関係者で協議し、対応策を作成します。

ウ 第二者点検

・ 第二者点検は、自己点検や内部点検に加え、出荷先などの取引

先等が、農場管理等について点検や審査を行うものです。

・ 取引先が定めたルールに対応した取組が必要となり、内部点検

のみの実施よりも客観性と信頼度が高まります。

エ 第三者点検

・ 第三者点検は、利害関係のない認証機関が、農場管理等につい

て点検や審査を行うものです。

・ 農産物を輸出する際に、グローバルＧＡＰやＪＧＡＰなどの第

三者点検ＧＡＰの認証取得を求められる場合があり、国際的な客

観性と信頼度が高まります。

（８）点検結果を踏まえた改善に向けた検討

農場の改善につなげていくためには、ルールを守れなかった事項につ

いて、ルール自体に無理があったのかなどの分析を行い、必要に応じて

ルールを変更するなど、危害要因を回避するための対策を講じて、次の

栽培に反映することが必要です。

生産集団（生産部会等）の役員等は、次の手順により、生産者やその

従業員等からの聞き取りなどにより実態をよく把握した上で、対策を検

討することが重要です。

① 改善すべき項目を一覧表に記載し、改善策を記入します。

② 次年度の点検については、改善すべき項目を重点的にチェックする

こととします。

③ 必要に応じて、農業改良普及センター等から助言を受けます。

④ 改善項目と改善策を生産者に伝えます。
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（９）文書の記録、保管

記入したチェックリストや、記入のために確認した書類は、文書とし

て記録・保管を行います。これらは対外的な説明資料としても活用でき

ます。

（10）多様なＧＡＰへの取組

国内には、取組主体が異なる様々な種類のＧＡＰが存在するとともに、

その取組内容も多岐にわたるものとなっており、産地は、取引先によっ

て異なる内容の実践を求められる場合があるなど、産地の混乱と負担が

懸念される状況となったことから、このような実態を踏まえ、２０１０

年４月に農林水産省は、高度な内容を含む取組内容の共通基盤としてガ

イドラインを策定しました。

取引先からの要請や輸出を含めた農産物の販路の拡大を目指す場合に

は、ガイドラインに対応した取組や第三者点検ＧＡＰの導入を検討する

など、それぞれの指導機関の指導を受けながら進めていく必要がありま

す。
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３ 先進事例の紹介

道内では、ＧＡＰを導入している産地が着実に増加していますが、導入

の動機や目的、取組内容は、産地によって様々です。

今後の産地での取組の参考とするため、次のとおり道内の先進的な取組

事例を紹介します。

（１）ＪＡこしみずの取組事例

ＧＡＰの取組が、これまでの営農指導の延長線上にあることを示した

事例です。

ＪＡこしみずでは、取引先の全農青果センターからの提案で、平成１９

年からにんじん、ブロッコリーを、平成２１年からたまねぎを加えた３

品目で、ＪＡ全農が運用する「全農安心システム」を導入しました。

全農安心システムは、産地が定めた生産基準が生産者に徹底され、生産

工程や集出荷を記録し、それらが追跡できることなどを、外部の検査員

が審査し、合格した産地を全農が認証する制度です。

認証の条件であるＧＡＰは、主にＪＡがチェック項目を考え、生産履

歴の記帳や土壌分析の実施、農薬や肥料の整理整頓、作業機械の小まめ

な洗浄、さらには、農薬や肥料の使用を必要最低限に抑えることなど、

１品目につき１７項目の取組を生産者が実践します。

生産者は年に一度、チェックリストに取組の達成度を記入し、ＪＡが

記載内容を確認します。

ＪＡでは、システムの導入前から、土づくりやクリーン農業のほか、

栽培履歴の記帳に取り組んできており、こうした取組を通じて、チェッ

ク項目の取組はすでに実践済みであったことから、生産者にシステム導

入への抵抗感はなく、円滑に取り組むことができました。

システムを導入したことによって、農産物がより高く売れるというこ

とはありませんが、取引先との信頼関係が深まり、より有利な販売につ

ながることが大きなメリットです。

また、作業工程が「見える化」されたことで、生産者に緊張感が高ま

ったことや、産地として取り組まなければ生き残れないという危機意識

が芽生えたことも大きな成果です。

今後、ＪＡでは品目を拡大するとともに、必要に応じて、取組を深化

させていくことを考えています。

ただし、生産者に精神的な負担を強いるような無理な仕組みでは取組

が長続きしないことから、今後も、生産者と意思疎通を十分図りながら、

生産者が合意した中で、取組を進めていく考えです。
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（２）ＪＡネットワーク十勝農産物技術対策協議会の取組事例

複数の農協が連携して、広域的に取り組んでいる事例です。

十勝管内２４農協で構成するＪＡネットワーク十勝農産物技術対策協

議会（以下「農技協」という。）では、十勝全体で共通した「安全・安

心」の取組として、十勝型ＧＡＰの普及推進に努めています。

十勝型ＧＡＰは、十勝管内の農協の集出荷施設を包括した農産物の生

産工程管理のツールとして、平成２２年に農技協が作成したものです。

取組の内容や方針の検討に当たっては、農協の担当者と事務局（中央

会帯広支所、ホクレン帯広支所、十勝農協連）で構成するＧＡＰ部会を

協議会の専門部会として設置して、現在に至ってます。

実施当初は、取組が可能な１２農協からスタートしましたが、現在は、

十勝管内の全２４農協が取り組んでおり、約４０００件の農家に広がっ

ています。

十勝型ＧＡＰの作成に当たっては、既存のＧＡＰや国内の先進事例を

参考に検討を進めた結果、２４の農協が足並みを揃えて取り組むために

は、独自のチェックリストを作成し、生産者に配付して、自己点検する

方法が効果的であると考え、既存のＧＡＰのチェックリストなどを参考

に、十勝の農業生産の特性に合った項目を検討しました。さらに、毎年、

担当者からの意見等を踏まえながら、チェックリストの内容を見直して

います。

チェックリストは、農薬の使用など全作物に共通する項目からなる「生

産物共通シート」や作物別の栽培上の留意点を示した「作物別シート」

をはじめ、「生産者施設用シート」、「農協施設用シート」など２２種類

に分かれています。

生産者は、年に一度、チェックリストに達成度を記入して、ＧＡＰ部

会に提出します。ＧＡＰ部会は、回収したチェックリストを分析した結

果を農協にフィードバックするほか、取組が弱い項目については、パン

フレットを配布するなど、課題の改善に努めています。

十勝型ＧＡＰは広域的な取組であることから、すべての農家に十勝型

ＧＡＰの理念や目的を浸透させることが課題ですが、昨年は、チェック

リストの回収率が１００％を達成しました。

今後は、認証審査制度を整備するなど、より一層取組を深化すること

としています。

こうした取組によって、生産者と農協が連携しながら、十勝の農産物

全体の安全性や品質のさらなる向上が図られるよう、十勝ブランドの強

化に取り組んでいます。
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平成２６年度版十勝型ＧＡＰチェックリストの構成

※括弧内は点検項目数

畑作生産物用

小麦類用(18)
十勝型ＧＡＰ 豆類用(17)

生産物共通シート(31) そば用(12)
馬鈴しょ用(18)
てん菜用(17)

野菜類用

育苗を伴わない野菜類用(21)
苗立てを要する野菜類用(24)
施設野菜類用(18)
アスパラガス用(15)
にんにく用(23)
ゆりね用(18)
スイートコーン用(20)

生産者用 作物別シート

ながいも用(20)

米用(27)

飼料用(14)

生産者施設用シート
小麦乾燥施設(17)
共同育苗施設(20)

育苗施設用(20)

農協施設用
集荷・乾燥・加工施設用(24)
選別（選果）施設用(21)
製品保管施設用(18)



- 18 -

（３）ＪＡひがしかわの取組事例

国内の第三者点検ＧＡＰの主流となっているＪＧＡＰを産地で導入し

た取組事例です。

ＪＡひがしかわでは、２０１０年に、軟白みつば部会がＪＧＡＰの認

証を取得しました。今後は、全品目、全生産者がＪＧＡＰの認証取得を

目指して取り組むこととしており、２０１４年には、米とトマトの生産

者が、ＪＧＡＰの認証を取得します。

ＪＧＡＰは日本ＧＡＰ協会が運用しており、生産者組織が取得できる

団体認証のほか、農場単位でも認証を取得できます。

軟白みつば部会がＪＧＡＰに取り組むに当たっては、様々な産地の中

から東川産のみつばを選んでもらうためには、安全安心を消費者に知っ

てもらう取組が必要であり、様々なＧＡＰの点検項目を検討した結果、

ＪＧＡＰが最も取り組みやすいことから、農協が部会にＪＧＡＰの導入

を提案しました。

提案当初は、取組が収入増加に直結するものではなく、むしろ、事務

的な作業だけが増えるとの不安から、必ずしも生産者は積極的ではあり

ませんでした。

このため、生産者の理解を得るまでに時間を要しましたが、もともと

東川産のみつばは、正月用として市場からの引き合いが大きく、ＪＧＡＰ

の導入による取組が、必ずしも新たな販路開拓に結びつくものではない

ものの、市場からは高い評価を受けることとなりました。

加えて、生産者の経営においては、資材の在庫管理が改善され、無駄

な出費がなくなったり、ほ場や納屋を整理整頓することにより、怪我の

リスクが少なくなるといった効果がありました。

ＪＧＡＰは、事務局である農協と取組農場が審査対象となっており、

事務局に約５０、農場に約１３０の審査項目があります。

認証の維持には、年に１回の日本ＧＡＰ協会の審査を受ける必要があ

ります。この審査費用はＪＡが負担しています。また、団体認証を受け

るためには、農協内に内部監査員を置くことが義務づけられており、今

後、取組を拡大するに当たっては、内部監査員の確保が課題となってい

ます。

また、農協独自の取組として、ほうれんそうやトマト、ピーマンなど

の園芸作物１１品目で、「サラダＧＡＰ」を作成したほか、米は「東川

米ＧＡＰ」、さらには、大豆やそばについても独自にＧＡＰを作成して、

農協が取り扱う農産物すべてについて、ＧＡＰに取り組んでいます。
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（４）ＪＡとうや湖の取組事例

ＥＵ域内の小売業組合によって設立され、世界１００カ国以上に認証

取得が拡大しているグローバルＧＡＰを導入した取組事例です。

胆振管内のＪＡとうや湖では、よりレベルの高い農産物の安全・安心

の取組を取引先から要請され、２００９年に、農協系統として日本で初

めてグローバルＧＡＰを導入しました。

現在、管内の１４名の生産者が、人参、トマト、ブロッコリーなど１１

品目で取り組んでいます。

グローバルＧＡＰは、「食品の安全性の確保」、「環境負荷低減」、「作

業者の労働安全」等に関する約２００項目の生産工程の管理点で構成さ

れています。

産地では、グローバルＧＡＰに取り組む前からクリーン農業に力を入

れており、２００２年には、生産者、行政、農協が一体となった「とう

や湖クリーン農業協議会」の設立に伴い、事務局として農協内に「クリ

ーン農業推進課」を設置して、ＹＥＳ！ｃｌｅａｎの取組やエコファー

マーの拡大に取り組むなど、環境保全型農業を推進してきました。

２００８年に整備した雪蔵貯蔵庫もその一環です。

こうした取組に加え、農産物の生産管理の情報を求められるようにな

った背景もあって、グローバルＧＡＰに取り組むこととなりましたが、

１４名全員が高い管理レベルを維持するのは容易なことではありませ

ん。

審査は毎年行われ、年１回の本検査と本検査前の抜き打ち検査があり、

国内にある認証機関により厳しくチェックされます。この審査費用は農

協が負担しています。

農協担当者が、常に生産者と密接に意思疎通を図りながら書類を管理

し、グローバルＧＡＰが求める水準を達成してきました。

その結果、生産者の経営においては、農薬や肥料の整理整頓、必要最

小限の使用によるコスト低減が図られたほか、倉庫内や住宅周りもきれ

いになり、怪我の防止や作業の効率化にもつながっています。

また、グローバルＧＡＰの認証は、価格に反映されるわけではありま

せんが、産地と取引先との信頼関係が深まり、有利に取引ができること

が大きなメリットです。


